
高知県土木設計等委託業務成績評定要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、高知県土木設計等委託業務検査規程（平成１３年高知県訓令第１４

号の２。以下「検査規程」という。）第１３条の規定により委託業務成績の評定の実施

について必要な事項を定めるものとする。

（評定の対象）

第２条 この要綱において評定の対象となる委託業務は、検査規程により完了検査を行う

委託業務のうち１件の当初業務委託料が、５００万円以上の業務とする。

（評定者）

第３条 委託業務の評定者（以下「評定者」という。）は、下表に定めるところにより行

うものとする。

（現場の状態把握）

第４条 委託業務の成績評定を行う立場にある調査職員は、努めて業務内容の把握及び

打合わせを行い、粗漏な業務を防止するため、常に適切な指導と助言を行うとともに、

業務成績の評定資料となる諸要素の把握に努めなければならない。

（評定の方法）

第５条 評定は、委託業務ごと、評定者ごとに独立して的確かつ公正に行うものとする。

２ 評定の結果は、別記様式第１の委託業務成績評定表（以下「評定表」という。）によ

るものとする。

（評定の基準）

第６条 評定を行うための考査基準等は、別に定める。

（評定の時期）

第７条 完了検査の検査職員は検査を実施したとき、総括調査員等である委託業務の評定

完 了 検 査 評 定 対 象 者

１）第一次評定者 調査員

主任調査員

２）第二次評定者 総括調査員

専任調査

３）最終評定者 検査職員



者は委託業務が完了したとき、それぞれ評定するものとする。

（評定表の提出等）

第８条 最終評定者は、評定を行ったときは、遅滞なく、評定表を検査命令権者に提出す

るものとする。

（評定の結果の通知）

第９条 検査命令権者は、最終評定者から評定表の提出があったときは、遅滞なく、当該

委託業務の受注者に対して、評定の結果を、別記様式第２により通知するとともに当該

委託業務の入札及び契約担当部署で閲覧に供するものとする。

２ 閲覧期間は、当該業務の完了検査日の属する年度及びその翌年度とする。

（評定の修正等）

第10条 検査命令権者は、第９条の通知をした後、当該評定を修正する必要があると認め

られる場合は、修正しなければならない。

２ 検査命令権者は、前項の修正を行ったときは、遅滞なくその結果を当該委託業務等の

受注者に通知するものとする。

（説明請求等）

第11条 第９条第１項または第10条第２項の通知を受けた者は、通知を受けた日から起算

して14日（「休日」を含む。）以内に、書面（別記様式第３）により当該業務を監督し

た所属の長（以下「所属長」という。）に対して評定の内容について説明を求めること

ができる。

２ 所属長は、前項による説明を求められたときは、書面（別記様式第４）により回答す

るものとする。

３ 所属長は、第１項の書面の写し及び前項の書面の写しを事務所内並びに入札及び契約

担当部署において閲覧に供するものとする。

４ 閲覧期間は、当該業務の完了検査日の属する年度及びその翌年度とする。

（再説明請求等）

第12条 第11条第２項の回答を受理した者で当該回答に不服がある者は、回答を受けた日

から起算して14日（「休日」を含む。）以内に、書面（別記様式第３準用）により、所

属長に対して再説明を求めることができる。

２ 所属長は、前項による再説明を求められたときは、検査規程第12条第２項の「検査処

置検討会議」の審査を経て、書面（別記様式第４準用）により回答するものとする。

３ 所属長は、第１項の書面の写し及び前項の書面の写しを事務所内並びに入札及び契約



担当部署において閲覧に供するものとする。

４ 閲覧期間は、当該業務の完了検査日の属する年度及びその翌年度とする。

（雑則）

第13条 この要項に定めるもののほか、委託業務の評定に関し別に細目を定めることがで

きる。

附 則

この要綱は、令和５年４月１日から施行し、同日以後に契約する委託業務から適用する。

この要綱は、令和７年７月１日から施行し、同日以後に契約する委託業務から適用する。







別記様式第２

第 号

令和 年 月 日

様

高 知 県 知 事

委託業務成績評定通知書

下記の委託業務について、高知県土木設計等委託業務成績評定要綱に基づき

評定結果を通知します。

記

委 託 業 務 名

業 務 番 号

委 託 場 所

履 行 期 限 令和 年 月 日

業 務 委 託 料 ￥

契 約 年 月 日 令和 年 月 日

検 査 年 月 日 令和 年 月 日

業 務 成 績 別表










